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r今後の労働契約法制の在り方に関する研究会J
報告書くポイントl

L

背景
労廟桑件決定の個励化
種営環境の急激在変他
集鼠的労働条件汲定システ

ムの機能の低下
僚別労働蘭係紛争め増加
労触者の自律的孝轡草声-1羊

対蒔するためた貴働時間沫制
の見直しを検討する必要

労働契約法

川 労働条件の設定の運用状況を常時調査討議し.労働条件の決定に多様な労働者
の意恩を適正に反映させることができる常簸的な労使妻員会制度を整備

く2,労轡契約の成立1.変琴J終了に開する要件.と効果を規定
.採用内定.試用期間,配置転換.出向.転尭.懲戒.解雇.退職等のル-ルの
明確化

- 安全配慮義務.労働者の個人情報保護義務等の整備
r雇用継頓聖契約変更制度Jゐ導入

- 解雇.の金銭解決制度の導入め検討 等
く3l l有期労勧契約め雇止めについてのル-ルの整構など有期契約労働者にも対応

労働基準法の見直し

契約期聞め上限規制め趣旨が労働考の退職制限の防止に限られることの明確化
採用内定期簡中の解蕪予告制度め適用除外
労働条件明示や就蓑親則の記載事項.作成手続の見直し
第1B条の2など民事的効力のみを有する規定を労働契組法に移行


